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                                      要 約 

 日本の不登校の問題を考える上で，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。筆

者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 1 年毎に

ERIC および  PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の不登校との関連が考えられるキーワード

school  

attendance，school dropouts，school phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。そ

の継続研究として 2002 年の文献 93 件について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance, school dropouts, school phobia, school 

refusal をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順

別に分類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではな

く世界の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味があると考え，1991

年からそれぞれの年の文献について継続研究を行ってきた

(1992b,1993,1994,1995,1996,1997,1998, 

1999,2000,2001,2002)。 

 本研究は，2002 年の文献についての継続研究である。今回の研究では，これまでの研究と同

様，ERIC データベースと DIALOG データベースの PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycINFO

データベース)を用い，文献検索を行った。検索方法は，両データベースともインターネット経

由での作業を行った。これらの中から不登校との関連が考えられるものについて，キーワード

毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの継続研究は，今回で 12 年目に当たるが，同一規

準で 12 年分の作業をし，世界での傾向を把握する基礎研究の 2002 年分である。 

 ERIC では，school attendance に関する文献が 72 件，school dropouts に関する文献が 45 件，

school phobia に関する文献が 2 件，school refusal に関する文献が 2 件であった。一方，DIALOG

データベースでの PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，school attendance に関する文献が 85

件，school dropouts に関する文献が 35 件，school phobia に関する文献が 15 件，school refusal



に関する文献は 24 件であった。 

 ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS データベース 280 件の文献の中で不登校との関

連が考えられる 93 件について，キーワード毎に分類し，研究の概観をする。 

 

 Ⅱ 各キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は， 2003 年 6 月末現在， ERIC および PSYCHOLOGICAL 

ABSTRACTS(PsycINFO データベース)において検索し，不登校との関連が考えられる 2002 年

分として収録されている文献である。ここでは，日本の高等学校に対応する学年までの不登校

との関連が考えられる文献を取り扱っている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  attendance をキーワードに持つ文献 157 件のうち，関連の考えられる 27 件について概観する

ことにする。ERIC では 72 件のうち 8 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，85 件のうち

19 件を取り上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国が 16 件，英国が 2 件，オーストラリア，

南アフリカ，イタリア，インド，日本，フィンランド，タンザニア，イスラエルがそれぞれ 1

件である。 

 Byron(2002)は，社会的コミュニケーション障害がある 15 歳の男子生徒のケースを取り上げ

ている。他の治療法のアプローチに抵抗があり，長期間の社会的コミュニケーション障害の特

定の領域での技術を強化するための不安の管理と信念として，催眠の効果を研究している。教

室にはいることができないことと生徒の不安が，治療介入の前後で測定され，家庭生活の困難

さへの効果と個人的な目標に関する進歩が加えられたという。催眠において，生徒は不安管理

と自己催眠の技術を教えられ，母親とともに断定的なことを増加するように教えられた。催眠

治療介入の期間及びその後に，不安は減少し，自信，社会的コミュニケーション，登校は増加

していったという。催眠と自己催眠を含む 4 つのセッションが進められたという。1 ヶ月，3

ヶ月および 6 ヶ月の追跡調査でのモニター訪問では，治療介入後の測定で現状維持あるいは改

善の証拠が見られたという。事前事後の治療介入の測定から，著しい積極的な利得の他に，情

緒的幸福と社会的意味での改善がクライアントと母親の報告で見られたという。 

 Liang ら(2002)によると，低い登校状況は，個人と社会のための否定結果につながると述べ

ている。南アフリカのケープタウンの黒人の子どもの登校に関する身体的精神的健康にかかわ

る事柄についての調査研究を行っている。Khayelitsha 郡区に住む 6～16 歳の 499 人の子どもの

横断的共同体研究が行われた。対象者と親は，児童のための診断面接検査改訂 2.3 版ホサ語訳

を用いて面接が行われたという。登校している生徒の精神的身体的問題の広がりが，不登校の

生徒と比較されたという。児童の 23.6%が不登校であったという。世話を受けていない地域の

幼い子どもは特定の危機的状態にあったという。男子の登校をしている生徒は，不登校の者よ

りも高いレベルでの慢性的疾患に苦しめられていたという。精神医学的障害の広がりについて

は，どんな差異も見出されなかったという。児童以外では，身体的精神的健康問題のどんな重



要な過剰な状態もなかったという。貧困が不登校について，重要な役割を果たしていると述べ

ている。 

 Machoian ら(2002)は，落第を防ぎ，成績を向上させるためのいくつかの提唱された戦略に焦

点を当てている。論じられている話題には，問題の記述，教育的変化，集団戦略，教授法にお

ける改善，構造改革，消耗の抑制と登校改善，代替の設定，および家庭と学校の連携の記述が

ある。ケースの例と今後の方向付けが示されている。 

 Lim と Lubitz(2002)は，慢性疲労症候群の青年に関する集中的多面的訓練入院患者プログラ

ムについて論じている。追跡調査の質問紙が，慢性疲労症候群入院患者プログラムを Austin and 

Repatriation Medical Centre で終了した 57 人の青年に対して行われた。74%に当たる 42 人の青

年が質問紙を返送してきた。プログラムの直後と 5 年後までにプログラム参加者の大部分は学

校に戻っており，プログラム実施前と比較して，身体活動と社会的相互作用において，比較的

良好であったという。プログラム実施前には，94%の青年が，半数以下の登校状況であったと

いう。プログラム実施 5 年後には，78%の青年が，無欠席か時々の欠席で登校していたという。

入院患者プログラムを導入する以前にはかなり衰弱していたこの集団の青年を回復させるのに

は，慢性疲労症候群のための多面的訓練入院患者プログラムが有効であったと述べている。 

 Heyneら(2002)は，school attendanceとも関連するが，むしろ school refusalの関連が強いので，

school refusal で取り上げることとする。 

 Barber(2002)によると，経済学者は最近，いくつかの国の経済が他の国々り急速に成長する

理由に関する説明を求めて家族変数に目を向けているという。ここでは，親の投資と人間の資

本の国家をまたがる指標が，147 カ国の一人当たりの GNP で予測されるだろうという仮説を調

査したという。性別の比は，15～64 歳の個人に対して行ったという。回帰分析では，GNP に

おける変化のおよそ 2/3 が，総産出率，成人男女比，一夫多妻主義，避妊，および登校状況を

含む親の投資の要素によって説明されることがわかったという。環境，地理学，風土病，宗教，

政府の政策に対する統制後に，たとえこれらが GNP の予測要因であっても，冨に関する親の投

資と人間の資本の効果が残っているという。データは，国家間の富の差が，特異な親の投資に

よって生じる人間の資本の差と関連づけられるという仮説を支持していると述べている。 

 Giannotti ら(2002)は，生物学的サイクルの選択，睡眠パターンの規則性，睡眠の問題，昼間

の眠気および昼間の行動の間の関係を調査研究している。14.1～18.6 歳の 6,631 人のイタリア

人の高校生が，睡眠，眠気，薬物使用，不安，抑うつ気分，眠り薬の使用，登校状況，朝と夜

の尺度に関する項目を含む包括的な学校睡眠習慣調査のアンケートの回答を行ったという。対

象者は 742 人の夜型と 1,005 人の朝型から構成されているという。どんな重要な性差も朝型と

夜型の得点に関しては見つけられなかったという。夜型は，特に週末に遅い就寝時刻と起床時

刻，1 週間の間の短い睡眠時間，比較的長い週末の睡眠時間，不規則な睡眠起床スケジュール，

主観的に貧弱な睡眠と関連するという。更に，夜型は，朝型よりも，学校のある日の頻繁なう

たた寝，昼間の眠気の不平，より多くの注意を受ける問題，不十分な成績，より多くのけが，



感情的な混乱を起こしたという。また，彼らは， 睡眠消費を促進するのに，より多くのカフェ

インを含んでいる飲料と薬物を用いたという。結果によると，生物学的サイクルの選択が睡眠

パターンに関係づけられるだけではなく，他の思春期の行動にも関係づけられるかもしれない

と述べている。 

 Viggiani ら(2002)によると，教室におけるソーシャルワーカー教師共同作業(SWTCC)は，同

じ教室でソーシャルワーカーと教師が一緒に作業をする危機的な状態にある小学校の児童に対

する介入の革新的モデルであるという。介入が，登校状況，学級での態度，評価を改善するか

どうかを決定するためにモデルが評価されたという。ニューヨーク州オールバニにある都会の

小学校の２学級でソーシャルワーカーインターンを活用してソーシャルワーカー教師共同作業

が実行されたという。登校状況，行動上，学習上の困難を示している子どもが多かったので，

これらの学級が選ばれたという。モデルは，介入を受ける 2 学級と，介入を受けなかった 2 学

級とを疑似実験デザインを通して比較し評価されたという。分析によると，介入を受けた学級

では，対象学級と比較して，登校状況と行動上の変数に関して好結果を得たという。成績に関

しては重要な違いは見出されなかったという。ソーシャルワーカー，教師，生徒，および親の

アンケートから，介入が明確に認識されたことが明らかになったという。 

 Oyserman ら(2002)は，放課後の 9 週間，小集団で，現在の学校との係わり合いに対する将来

のイメージを結びつけ，成功した成人としてイメージをすることができる能力を増加させるこ

とに焦点を当てた行動を基盤とした介入を行っている。62 人の実験群，146 人の統制群の都会

のアフリカ系アメリカ人の中等学校の生徒の 3 群を，性別，以前の学校との係わり合いを統制

して比較し，このプログラムを評価している。年度末まで，介入群の生徒は，学校との結び付

きが強くなり，学校での行動が改善され，バランスのとれた自己となり，可能な自己を獲得す

る妥当な戦略を得，登校状況が改善し，学校での問題が少なくなったと述べている。 

 Rosendahl ら(2002)は，青年期前期の生徒の喫煙行動に対する学校及び学級の危機要因につい

ての研究を行っている。この研究では，2,883 人の 5 年生の生徒が，基準と１年後に喫煙に関

して，煙草を始めた年，喫煙の期間と頻度，これまで吸った煙草の本数についての質問紙を回

答したという。これらのデータの他に，対象者の登校状況と学級での出席状況，生徒と教職員

数，特別教育課程，養護教諭の健康検査スケジュール，禁煙方策，学校での喫煙生徒に関する

訓練尺度，禁煙教育，他の健康教育教育課程の指導法，学級での個人間の関係を含む学校と学

級の要因に関する情報を校長と教師から得たという。結果によると，対象者の 18%が依然とし

て煙草を吸っていたという。喫煙の開始を減少させるリスクは，5 年生以前の短時間の禁煙教

育が明らかになったことと関連づけられたという。学級での問題の多い人間関係にかかわる対

象者は，喫煙の開始についての相対的に高い危険性を示したという。学校の方針と学校の特色

は，喫煙している対象者とはあまり関連はなかったと述べている。 

 Algozzine(2002)は，教育者，生徒，家族，地域社会の共通で独特な必要性を表す調査に基づ

く予防実践を取り上げている。個々の生徒の行動，反応の良い生産的な学級環境を創り出し，



社会的技能を改善し，有効な学校規模の訓練を展開し，積極的な学校，家族，地域社会，人間

関係を作り上げ，積極的な仲間のサポートを維持し，生徒が登校し続けるということに対する

鍵となる戦略の使用を通して校内暴力を防ぎ，問題行動を防止することに関する知識の基礎を

要約しているという。 

 Scott と Friedli(2002)は，登校に関する政策と手続きを調査研究し，登校状況，暴力，薬物乱

用に対する訓練手続きの使用を検討している。調査は，ネブラスカ州の学校 50%を無作為抽出

して行ったという。州都の該当学校の住所を都市として分類し，州都以外の地域を田舎として

分類して，464 の調査が返送されたという。訓練上の問題と手順のリストは，田舎と都市の学

校による１回目の犯罪に対して報告されたという。時々起こる登校に関する問題と慢性的な登

校に関する問題の両方が，都市と田舎の両地域での親との接触を通して最も頻繁に記述された

という。別の生徒との問題については，田舎の学校で，教師が，更に校長と親との接触とで，

最も一般的に規律に関して報告していたという。都市の学校では，この調査によると，一般に

校長は，ほとんどの問題に対して，同様の懲戒行動を報告してきたという。再犯と重大な問題

に対しては，校長は一般により厳しい懲戒手続きを用いたという。両地域で，学校でのアルコ

ールかタバコ以外の薬物の使用に対しては，訓練上の手順には親との接触と短期的な停学が含

まれていたという。また，校長はそれらの学校の暴力を防ぐためにどのようなプログラムや手

順が適切であるかを尋ねられたという。応答では，闘争解決訓練，少年地域社会技能行動モデ

ルおよびゼロ寛容政策が含まれていたという。 

 Bowen ら(2002)は，国家を代表するサンプルから，1,757 人の中等学校と高校生に関するデ

ータを用い，近隣の特性，子育ての過程，学校での行動，登校状況，成績についての若者の認

識の中での関係を，構造式モデルを用いて調査している。間接的効果と同様に，自己報告され

た教育的行動への直接的な近隣の効果を伴うモデルが，支持的な子育てと親の教育的サポート

の認識を通して，データとよく一致していたという。認識された近隣の社会的分裂は，自己報

告された教育的行動に関する家族の過程よりも大きな効果を生じているという。 

 Bhakta ら(2002)は，南部インド，ケララのカリカット地区に住んでいる 8 年生～12 年生の

1,192 人の生徒の無作為抽出対象者に神経精神医学的障害の疫学的研究の一部として

Malayalam 読字力検査を行ったという。結果によると，読字困難の広がりは 8.2%であり，それ

は，比較的若い年齢，男性，貧困，あまり教育を受けていない親，精神医学的障害，落第，低

い登校状況，病気にかかわる身体的健康，不十分な筋肉運動調整，損なわれた語彙，視空間的

理由と関連づけられたという。研究結果は，この子どもの母集団における読字困難の多面的原

因モデルを支持するものであると述べている。 

 Epstein と Sheldon(2002)によると，生徒の長期欠席と怠学を減少させることは，国中の多く

の学校での目標であるという。驚くほどわずかしか学校が生徒の毎日の登校を増加させ，支援

するためにすることができることに焦点を合わせた研究がなく，家族学校社会の協力関係がど

のようにこの目標に貢献できるかを探究する研究は更に少ないという。この縦断的研究では，



毎日の生徒の登校状況と慢性的長期欠席について，12 校の小学校と 6 校の中学校の割合につい

てデータが収集され，生徒の登校を維持し増加させる特定の協力実践についてのデータが収集

されたという。結果によると，いくつかの家族学校社会協力実践では，毎日の登校の増加，慢

性的な長期欠席の減少が予測されたという。データから，小学校では，特定の家族と共同体の

かかわり合いの活動を実行することによって，登校を増加させることができるかもしれないと

述べている。 

 Luiselli ら(2002)によると，生徒の規律問題は公立学校で共通するものである。これらの生徒

は，指示を妨げ，危険な学習環境を創り出し，教職員から注意をますます要求することになる

という。有効な学校規模の規律実践が立案されるが，多くの場合，介入の効果は短期間だけで

あったいう。この報告では，公立中学校での全生徒の母集団で実行された行動サポートプログ

ラムの 4 年間の縦断的評価を記述するものであるという。破壊的反社会的行動，破壊行動，薬

物乱用によって発せられる生徒の拘留数は，各学年の間次第に減少したという。さらに，登校

状況は，毎年，積極的な補強を得ている生徒数と同様に増加してきたという。非実験的分析で

はあるが，この評価は，学校規模の行動介入から延長された効果を残しており，このような介

入による長期間の維持を達成することができることを示すものであると述べている。 

 Hayashi と Katada(2002)は，知的障害のある子どもと成人の親に対して，それぞれの子ども

の睡眠の仕方についてのアンケートを行ったという。1 歳～43 歳の障害のある 670 人から回答

があったという。睡眠開始と睡眠の維持についての障害に関しては，障害のある人々のおよそ

75%で，睡眠を開始した後の目覚めがあり，およそ 15%が睡眠開始の障害があったという。24

時間睡眠のないリズムは，10%報告されたという。これらの結果から，知的障害のある人の脳

機能不全が睡眠規則機能にまで広がっていることが示されたという。睡眠を開始して，維持す

ることについての障害が，学校への規則的な登校をやめた直後に障害のある若者に増加するこ

とが報告されたので，社会的環境における急激な変化が，睡眠に影響するかもしれないことが

示されたと述べている。 

 Haggerty ら(2002)によると，健康的な子どもを創り上げるというプロジェクトは，小学 1 年

生と 2 年生のプロジェクトに募集した子どもの間で，積極的に若者の成長を促進し，問題行動

を防ごうとする学校ベースの介入であるという。介入の主要な構成要素は，教室管理と指示で

の教師のためのスタッフの開発，高いリスクのある子どもと家族のための家庭でのサービス，

および介入学校に通っている生徒を持つ親のための子育てワークショップが含まれるという。

プロジェクトの最初の 5 年を通して，介入学校に残った生徒のいる 272 家族から研究は行われ

たという。親出席の予測因子として考えられた変数には，社会人口統計学的特性，危険な行動

や喫煙のような親の特性，および行動上の問題と成績のような子どもの特性が含まれていたと

いう。親の教育と子どもの反社会的行動についての親の認識は共に，登校状況と積極的で統計

的に重要な 2 変量関係が見られたという。また，これらの 2 つの変数は，低収入，片親状態，

親の喫煙と危険な行動，および子どもの反社会的行動と成績についての親の格付けを含めた多



変量モデルにおいて，かなり肯定的に登校状況と関連することが分かったと述べている。 

 Williams ら(2002)は，成績と都市環境のアフリカ系アメリカ人の 1 年生に対する関連する要

因の数との間の関係を調査研究している。生活環境，親戚，友人の信仰心，成績が明らかにな

ること，近隣の認識が，学校を修了しようとする意志，学業成績換算評点(GPA)，停学の数に

関する影響を調査するために分析されたという。231 人の 9 年生が質問紙に回答したという。

結果によると，性別，仲間による教会出席状況，高等学校を修了している親戚の割合が，積極

的な学業成績を予測するのに重要であったという。近所の悪い評判の認識は，学校修了と GPA

に逆の相関を示したという。停学は，近所の悪い評判の認識に肯定的に関係していたという。 

 Casa-Gil ら(2002)は，school attendance とも関連するが，school dropouts との関連で取り上げ

ることとする。 

 Paavonen ら(2002)は，学校での睡眠の問題と精神医学的兆候との関係を評価している。8 歳

から 9 歳の 5,813 人の児童が，普通学校から無作為抽出されたという。親と子どもの睡眠に関

する問題の両方について考慮されたという。精神医学的兆候については，Rutter の B 尺度の教

師の報告に従って記述されたという。重篤な睡眠の問題を抱えている子どもは，Rutter の B 尺

度に従って，精神医学的障害を起こす可能性があるという。論理的回帰モデルでは，重篤な睡

眠の問題が，情緒的な問題，登校についての問題，行動上の問題および多動と非常に強く関連

づけられることが示されたという。重篤な睡眠の問題の 95%以上は，子ども自身だけによって

報告されていたと述べている。 

  Benbenishty ら(2002)は，学校環境で，中学生に対して学校の犠牲と学校の犠牲の結果がどの

ように影響するかの実地探査モデルについて調査研究している。モデルは，学校での関係と犠

牲とすることが，登校することの生徒の恐怖と学校での暴力の評価に影響を与える筋道を表し

ている。ここでは，性別，文化的な違い，ソーシャルワーカー実践に対する関わりおよび今後

の調査研究のための示唆について論じている。 

  McAndrews ら(2002)は，school attendance にも該当するが，school dropouts で取り扱うことに

する。 

  Taras(2002)によると，病気の子どもが学校に通うべきであるかどうか決定する上で校長が尋

ねるべき 3 つの質問を医師が提出しているという。学校に通うことは病気の子どもに重篤な危

険を引き起こすのか，病気の子どもの登校は他の子どもに重篤な危険を引き起こすのか，生徒

の病気は学習の妨げになるかどうか。答えが否定的であるならば，急にではなく少しずつ穏や

かに病気の子どもは学校に通うべきであると述べている。 

  Rea ら(2002)によると，障害のある生徒に対してインクルージョン教育への配置（36 人）お

よび外部の特殊教育課程への配置（22 人）と学習上および行動上の成果との関連について，調

査研究を行ったという。インクルージョン教育の 8 年生では，より高い成績となり，比較的高

いあるいはかなり標準化された得点となり，行動上の違反を犯すことももはやなくなり，更に

多く登校するようになったという。 



 Harris(2002)は，落第を体験し，テキサス州の２つの公立のチャータースクールのいずれか

への入学を選んだ 5 人の生徒のケース研究を取り上げている。どのケースでも，小規模校で少

人数指導であることが，積極的な方向に態度と否定的な学校での体験を変えさせる小さな面倒

見の良い学習集団を創造する重要な要因であると考えられると述べている。 

 Galabawa ら(2002)は，タンザニアでの教育発展における学校割り当ての影響を研究している。

面接，アンケート，焦点化したグループ討論，および文書分析などの様々な情報源からのデー

タから，学校割り当てが，学籍登録や登校を増加させ，中途退学を減少させ，意志決定の基盤

を改善し，計画能力を高めるという様々な積極的な効果を与えていると述べている。 

 Place ら(2002)は，school attendance にも関連するが，school refusal において取り上げること

にする。 

 

 ２ school dropouts に関する研究の概観 

  2002 年の dropouts をキーワードに持つ文献 80 件のうち，関連の考えられる 42 件について概

観することにする。ERIC では 45 件のうち 20 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，35

件のうち 22 件を取り上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国が 32 件，オーストラリアが 4

件，メキシコ，カナダ，英国，スペインが，それぞれ 1 件である。 

 Marjoribanks(2002a)は，兄弟姉妹の変数，環境の影響，中途退学の可能性との関係を調査研

究している。データは，4,096 人の少年と 4,570 人の少女のオーストラリア人から得られたとい

う。結果によると，末端の関係と最初の学習環境の基準を考慮した後，兄弟姉妹の変数は，青

年男女の中途退学の行動と小さいけれども重要な関係を維持し続けたと述べている。 

 Tramontina ら(2002)は，ブラジルのポルトアレグレの州立学校の 3 年生と 4 年生の潜在的精

神遅滞と中途退学との関係を評価している。この事例統制研究では，中途退学の 44 人の生徒，

登校を続けている 44 人の統制群の生徒が，語彙と WISC-Ⅲによって IQ を決定されたという。

IQ が 70 以下の生徒は，精神遅滞の潜在的な事例と考えられたという。この年齢域のその他の

一般的な精神障害が，学齢児の情緒障害精神分裂尺度疫学版を用いて，両群において評価され

たという。結果によると，潜在的精神遅滞の広がりは，統制群よりも中途退学をした生徒群で

かなり高かったという。年齢，行為障害，原級留置，家族構造，収入のような潜在的に混乱さ

せる要因を統制した後でさえ，中途退学の可能性は，潜在的精神遅滞がある場合にかなり高い

という。潜在的精神遅滞の IQ が 70 よりも低い子どもは，中途退学に対してかなり高いリスク

があり，特定の教育的戦略を提供できるように，学校で確認される必要があると結論づけられ

ると述べている。 

  Jimerson ら(2002a)は，幼稚園から 11 年生までの追跡調査を行い，一群の生徒での原級留置

と中途退学の特徴を述べている。発達の処理的社会生態学的観点が，発達に関わる長期の調査

結果の枠組みの中での結論の補助として提示されている。この研究の結果によると，原級留置

の生徒が高等学校を最も中途退学しそうであるものを区別する初期の社会経済学的行動的特徴



が存在しているということである。また，2 学年での教育的学力的達成度の母親の段階が，高

校卒業の状態と関連づけられたという。これらの結果は，原級留置とその後の中途退学との関

係にまたがる情報を提供するものであるという。特に，この調査では，即座な，また長期の学

業上の成功の双方を容易にするために，学校教育を通して子どもの社会経済学的適応と行動上

の適応に気を配ることが特に重要であると述べている。 

  Clegg と Sheard(2002)は，以前に安定な愛情と不安定愛情が挑戦的行動に役割を演じるかど

うかを調べるために重篤な知的障害のある人々に関するデータベースを調査しているが，ここ

では，重篤な知的障害の 54 人の，学校を去った一群とかかわるスタッフや専門家の調査を行っ

ている。34%の生徒は，嫉妬のもとになる一つあるいは幾つかの関係で過剰に愛情を受けてい

るとして，配置されているスタッフによって評定されているという。そのような問題のない生

徒は，挑戦的な行動を示さず，そのような問題のある生徒は，家族の家以外に住もうとしてい

たという。これらの予備的結果から，愛情の状態と挑戦的な行動との関係についてのより詳細

で縦断的研究を進めることが求められると述べている。 

  Smyth と Hattam(2002)によると，早い時期に生徒が学校から離れてしまうことは，世界中の

最も長期にわたる教育的問題の 1 つであるという。問題自体の中心は，適切に問題に命名する

方法があるという教育政策集団による失敗にあるという。ここで報告される研究は，学校を離

れてしまったか，差し迫っている危機にある 209 人の若いオーストラリア人の状態から，早い

時期に学校を離れてしまうということを調査研究するものである。この問題の背景にある意志

決定の過程のかなりの複雑さがあることは分かるが，ここでは，実際に起こっていることに関

する部分的な説明として，筆者らが高校の文化的地理学と呼んでいることに関する局面につい

ての横断的理論を提供するものであるという。 

  Snow ら(2002)によると，財政的誘因が，親の教育プログラムにおける消耗に関するこれま

での研究でのいくつかの欠けている変化を説明することができるかどうかを調査することを目

的としているという。研究に参加しているのは，合衆国の南東部の郊外の公立学校の生徒のい

る 79 人の 28～54 歳の親である。実験群は，10 週間のステップコースの実行基準を満たすなら

ば財政的還付を受られる 42 人の関係者から構成されているという。統制群は，同じ方法を行っ

てもそのコースの実行に対して財政的誘因がないものであったという。結果によると，関係者

の 61%がプログラムの終了としての資格を得なかったが，39%はプログラムを終了したという。

この研究では，財政的誘因の使用に関するどのような重要な効果も見出されなかったと述べて

いる。 

  Aloise-Young ら(2002a)は，スペイン系の青少年での教育的到達と喫煙と認識される健康との

関係を調査研究している。調査研究の参加者には，12 歳～21 歳の 3,360 人のメキシコ系アメリ

カ人，非スペイン語系の白人の青少年が含まれているという。対象者には，中途退学者，学習

上の危機的な状態にある生徒と統制群の生徒が含まれているという。統制群の生徒と比較して，

中途退学者は 6.46 倍，学習上の危機的な状態にある生徒では 2.80 倍，喫煙の可能性があった



という。さらに，中途退学者では，同級生よりも貧弱な健康状態が報告されたという。結果に

よると，教育的到達と認識された健康との関係は，喫煙によって実現されるとしている。教育

的到達には，スペイン系の青少年での喫煙が重要なリスク要素であるという認識は，喫煙の休

止サービスを，より効果的な対象とするのを可能にするであろうと述べている。 

  Marjoribanks(2002b)は，この縦断的研究で，オーストラリアの青年男女が学校に留まる可能

性についての環境的影響と個々の影響を調査研究している。参加者は，研究が始まった時 9 歳

の平均年齢 14.7 歳の 6,778 人の英国系オーストラリア人，350 人のアジア人，472 人のヨーロ

ッパ人の生徒であったという。分析によると，中間的な社会環境を背景とする青年とアジア人

の生徒は，比較的低い社会環境にある生徒や英国系の生徒よりも学校に留まっている可能性が

高いという。学究的な自己概念，成績，環境の認知，向上心は，学校に留まるということとは

大きく独立した関係であったという。異なった民族集団の青年男女に対する前述の変数の間の

関係と，学校に留まろうとするか中途退学をするかという決定をした青年男女の間の関係は，

重要な違いがあったと述べている。 

  いくつかの国家研究では，生徒が，さまざまな理由で中途退学を選択しているということを

明らかにしていると Aloise-Young ら(2002b)は述べている。その上，中途退学者が学校を去る

ために与える理由には民族の違いがあるとしている。この研究では，中途退学をする理由と薬

物使用との関係が，13 歳～22 歳の 822 人のメキシコ系アメリカ人と非スペイン系の白人の青年

男女を対象に調査研究が行われた。結果によると，薬物使用が，メキシコ系アメリカ人の青年

男女にとって，友人と共にいるように学校を去った人々の間で最も高く，家族関係の理由で学

校を離れた人々では最も低かったという。非スペイン系白人青年男女では，学校を去る理由の

役割としては，何ら重要な差異はなかったという。両方の民族にとって，中途退学者のおよそ

1/3 が，早い時期に学校を離れるという決定への重要な要因になっていると報告しているとい

う。中途退学者が学校を離れるに当たって与える理由の筋道に対して，学校のプログラムを作

成することが求められると述べている。 

  Jimerson ら(2002b)は，結合モデルと予測モデル両方の中で原級留置を調べている中途退学研

究の包括的な概観を行っている。卒業前の高等学校中途退学を調べる 17 件の研究の系統的な概

観は，原級留置が中途退学状態の最も強力な予測因子の一つであることを示すものであるとい

う。多くの教育専門家の見解の中で，原級留置と有害な長期間の相関するものとの有効性に関

する食い違いを記述している。 

  Hunt ら(2002)は，校内暴力と中途退学を取り上げ，学校と関連するものと学校環境の基本的

な要素が予防と介入の努力を誘導するべきであると提案している。データは北部ジョージアに

ある小さな都市の学区の 5 つの学校から集められたという。集団面接と個別面接が，地区全体

の 78 項目の調査を構成するための基礎データとして，304 人の学校職員に行われたという。デ

ータは，調査からの個々の項目に示されている。主要な成分分析から，学校と関連するものと

肯定的な学校環境，暴力の原因，中途退学の原因，中途退学への介入，暴力への介入という 5



つの異なった要素が明らかになったという。主要な成分分析は，改訂された尺度の構築のため

の基礎となったという。改訂された尺度得点間の相違は，応答者が中央のオフィスにいるか，

初等学校または中等学校にいるのかの関数として示されたという。5 つの改訂された尺度は，

相関関係をかなり向上させたと述べている。 

  Griffin(2002)は，学校から離れると決める時，アジア人と白人の生徒と比較して，黒人とス

ペイン系の生徒を教師が特定できないという一層の証拠を示すかどうかを学ぶために研究を行

ったという。データは，フロリダ州の 9 年生から 12 年生の 132,903 人の高校生から集められた

という。データ分析から，特定できないという仮説と一致しているという。特に，学校を離れ

ると考える時に，アジア人や白人の生徒よりも黒人とスペイン系の生徒の両方が，成績に重き

を置かないように思われると述べている。 

  Katsiyannis ら(2002)は，精神遅滞の生徒に関するデータが卒業証書と証明書における卒業率

の減少と普通教育教室での精神遅滞の生徒の教育の上昇とを示した障害条例が精神遅滞の生徒

を教育する個人の実現についての議会への年次報告において，精神遅滞の生徒に関する出口の

データと配置の分析を行っている。すべての障害をもっている生徒と比較して，精神遅滞の生

徒は，より制限された環境で教育を受けているように思われるという。配置と出口の形態の両

方についての地理学的領域の中にも可変性が存在していると述べている。 

  Yowell(2002)は，ラテン語系の生徒に対する教育政策をよりよく知らせるために，ラテン語

系の生徒の将来の概念と中途退学の危機的状態の関係を展開している。可能な自己についての

理論を用いて，生徒の希望する自己，期待される自己，恐れられた自己，中途退学の危機的状

態を予測される自己の力，特異性の内容とイデオロギーの信念を調査研究している。415 人の 9

年生のラテン語系の生徒が調査され，参加した 30 人が面接を受けたという。結果によると，ラ

テン語系の生徒の可能な自己は，教育的達成と職業的達成の最も高い段階を表す希望する自己

とはかなり異なっているという。希望する自己と期待される自己は，生徒の成績を予測するも

のではないけれども，恐れられた自己は予測していたという。面接によると，可能な自己の中

にしまい込まれた特異性とイデオロギーの信念は，自己が成績に影響を及ぼす機能にとって絶

対必要かもしれないことを示していたという。 

  Wayman(2002a)によると，評価と関連づけられるように確認される要素が影響するのが難し

いものであるので，政策と防止に対する適応を限定する情報を提供する評価のあるなしの中途

退学の比較をしている研究は，ほとんどないと述べている。この研究では，7 年生から 12 年生

の中途退学をした 519 人のメキシコ系アメリカ人と非ラテン系白人の生徒において，卒業証書

と GED の成績を調査している。教育的に弾力的な枠組みを利用するという仮説を立てると，

中途退学者での成績に関する知識は増加し，専門家によって容易に影響を受ける要素が提供さ

れるだろうという。結果によると，立ち直りの早い生徒として，戻ってくる中途退学者を見な

すことは，１群の成績と関連づけられる有用な要素を与えることになると述べている。 

  Casa-Gil(2002)によると，アルコール中毒患者の子どもは不十分な成績であったり，授業日



を飛ばしたり，中途退学であるという共通な危機的状態にある人々を構成していると述べてい

る。この研究の焦点は，108 人はアルコールを誤用している親，118 人はアルコールを誤用して

いない親の 7～16 歳の 226 人の生徒について，成績を測定する様々な直接的な結果の変数を調

べることにあったという。親たちは，健康サービスの通院患者であり，飲酒問題に対する治療

処置を受けていたという。両群は，年齢，性別，学歴，社会的環境について比較されている。

アルコール中毒患者の子どもによる達成が不十分であるとする，知能，原級留置，低い成績，

授業日を飛ばすこと，中途退学という 5 つの変数を特定したと述べている。 

  Jeffries ら(2002)は，非常に小さい都市の公立オルタナティブスクールへの転校を希望したま

ま伝統的な学校にそのままにされた 18 歳の 3 人の生徒のケースの分析を通して，都市のアメリ

カインディアンの高等学校中途退学生徒について論じている。研究の 1 つの目的は，教育での

統計的表示がなされなかったアメリカインディアンの生徒について，総人口では低い数である

アメリカインディアンを国家報告が無視しているものとして，表明することにあるという。観

察データを集め，生徒，教師，学校管理者スタッフとの生活史についてのインタビューを行っ

たという。中途退学の理由としては，生徒が伝統的学校で不快を感じ，大規模校で孤立感を抱

き，セキュリティ対策が行われている状態で危険を感じることが先ず上げられる。経済的社会

的な不安定さに通じ，経済的に独立することの差し迫った必要性や願望となる生徒の家族の中

での教育の不足が上げられる。オルタナティブ高等学校は，モデル介入プログラムである。ア

メリカインディアンの芸術，文学，価値がカリキュラムに注入され，伸びやかで気遣いのある

民主的な環境でカリキュラムを伝えることによって，学校は成功を可能にするものであると述

べている。 

  Wayman(2002b)は，7 年生から 12 年生の生徒で，教師の民族的偏見についての生徒の認識を

取り上げている。教師と生徒の貧弱な関係での疎外感のために中途退学した生徒に焦点を合わ

せている。全体の生徒数の中で，メキシコ系アメリカ人および非ラテン語系白人の中途退学生

徒，中途退学の危機にある生徒の 2,409 人の関係者を対象としている。薬物乱用に関する縦断

的プロジェクト，メキシコ系アメリカ人と非ラテン語系白人の高校中途退学者の中での関連す

るものについて，ここでは，大きな尺度の中途退学データベースを用いているという。学校の

状態，性別，民族性に基づいて比較が行われたという。結果によると，教師の民族的偏見は猛

烈ではないが，メキシコ系アメリカ人の青年男子の中途退学に対して，特に存在していること

が分かったと述べている。 

  Dynarski と Gleason(2002)によると，連邦政府によって資金を提供された中途退学防止プログ

ラムの実行と大きい評価からの影響の結果から，比較的若い生徒のためのオルタナティブスク

ールと，比較的年上の生徒のための GED プログラムが有望であることが示されたという。生

徒に影響を与える学習上，社会上，そして個人的な問題の本質を理解するように努力すること

と，これらの問題を記述するためのサービスを構築することは，中途退学を減少させるのに有

効な組織的アプローチかもしれないと述べている。 



  Gleason(2002)は，中途退学をしようとする生徒を特定する広く用いられているリスク要素の

有効性を調べている。4 つのアメリカの地域の中等学校と高等学校からサンプルを取り，連邦

政府主催の中途退学実証支持プログラムの評価から縦断的研究のデータは集められている。評

価されたリスク要素は，家族背景，以前の学校体験，個人的心理学的特性，子どもを持つとい

う大人の責任という 4 つのグループに分類されたという。中途退学の状態は，中等学校では 8

年生か 9 年生，高等学校では 11 年生か 12 年生の規準から 2,3 年後に評価されたという。結果

によると，ほぼすべてのリスク要素が中途退学の有効な予測因子ではないことが示されたとい

う。研究結果から，中途退学予防プログラムが中途退学をしなかった生徒にしばしば有効であ

り，中途退学をした生徒には有効ではなかったということが示されたと述べている。 

  Scanlon と Mellard(2002)によると，学習障害，情緒障害，行動障害のある若者は，中等学校

で障害のない生徒よりも成績が低くなる傾向があるという。これらの人々は，学習上の技能の

上達を通常欠いており，仕事の世界に対する準備が十分になされていないという。不均衡な割

合のこれらの生徒が中途退学をするという。中途退学者の何人かは，GED 卒業資格証明を得る

ために成人教育への道を見出している。学習障害，情緒障害，行動障害のある者とない者の 16

～21 歳の男女 277 人が彼らの学校と中途退学後の体験について面接をされたという。研究結果

から，それぞれが中途退学をした時に，障害の状態のような要因や自己認識が，教育への参加

に影響を与えることが分かったと述べている。 

  Chinien と Boutin(2002)によると，学校教育で課される情報要求に対応することができないた

めに，多くの若いカナダ人が中途退学をしているという。ここでは，認知増大と転送訓練を通

して，175 人の危機的な状態にある中学生がメタ認知技能を高めるのを援助するために研究を

行ったという。生徒は特定の認知技能での訓練を行い，これらの技能で何らかの安らぎが得ら

れるとき，さまざまな内容に対する技能に移行する際に援助を受けたという。プロジェクトに

かかわるすべての教師がプロジェクトが完了したときに，外部評価者によって面接を受けたと

いう。面接されたデータはまとめられ，分析されて，10 個の主要な範疇に入れられたという。

また， 報告されているのは，参加している教師の面接で生じる質的な結果であるという。結果

によると，認知的基盤の教育プログラムは，教育と学習に積極的な影響力があることが分かっ

たという。量的な結果では，生徒の 38%が総合的な認知プロフィールで重要な改善を体験した

という。教師のコメントでは，適切な訓練，時間，および資源が認知的基盤の指示の成功して

いる実行に対して批判的であることが示されたという。 

  McAndrews と Anderson(2002)によると，学校内学校は，生徒と教職員間で共同体感と結合感

を創造するために，より小さい自治の集団に分割された大きい公立学校であるという。ここで

は，学校内学校に対する利益，欠点，多様性，資金源について論じている。これらの学校の立

案者は，より大きい既存の施設にかかわる資源利用をする一方で，生徒を小さな学習集団に配

置することによって，大規模校と小規模校の両方の利益を求めるものであるとしている。利益

には，比較的大きい学校に比例するより高いテストの得点，社会的並びに学究的な生徒の自己



認知の増進，より良い登校状況と低い中途退学率，懲罰的問題の減少，より良い費用対効果が

含まれるという。 

  Saddler ら(2002)は，高い中途退学率と低い中途退学率の学校におけるネバダ州の 12 年生の

データを用いて，学校と職業での体験上の違いを示している。5 つの重要な変数は，未払いの

年度あるいは夏期実習，奉仕学習，奉仕活動，および他の作業場所での体験であるという。州

における高い失業率は，中途退学率に関して，学校と職業の影響のいくつかを減少させるかも

しれないと述べている。 

  Yeh と Drost(2002)は，少数民族の若者の多面的なアイデンティティの本質と存在についての

文化的方法に関して少数民俗の若者がどう闘うメッセージを伝達するかについて調査研究して

いる。学校環境が，様々なアイデンティティの生徒の内面化にどのように貢献するかについて

論じている。文化的にさまざまな生徒は，価値に係わり組織化される学校と優位な文化の目標

に対応しなければならないので，対照される自己の概念と，しばしば直面することになるとい

う。部分的には教師や多数派の生徒の不適当な期待，動機，社会的行動，言語，認知形態によ

り，少数民俗の子どもは，優位な文化のある面を内面化し，比較的低い成績と比較的高い中途

退学率を示すという困難さがあるという。達成に向かう生徒の態度は文化によって異なる。自

己の感覚における食い違いが，どう少数民族の生徒に解釈され，優位な文化によって標準と考

えられるものは，かなり異なるかもしれない。この狭義の考え方の結果として，少数民族の生

徒は，白人の生徒と比較して，しばしば忘れ去られるかまたは病気であるとされる。スクール

カウンセラーは，さまざまな生徒の適応と成功を有効に援助するために文化的な違いを理解し

なければならないという。包括的多文化的なカリキュラムは，カバーされる対象の広い基礎と

なる知識を生徒に提供し，生徒の多様性の理解と認識とを伸ばし，積極的な民族相互の関係を

促進することができると述べている。 

 Orthner ら(2002)によると，学力達成度，中途退学の形態および福祉改革戦略の中での関係を

調査研究している。結果によると，福祉改革は貧しい家庭の子どもにとって，より良い教育的

な軌道には移行されなかったのを示しているという。結果から，貧しい家庭に対する成果を改

善するための戦略を採用するために，福祉部門と学校制度の間の比較的強い関連の必要性が示

されたと述べている。 

 Jimerson ら(2002)は，卒業前の高等学校中途退学を調査している研究の概観を行っている。

原級留置が中途退学の状態となる最も強力な予測因子の一つであることを示しているという。

原級留置と有害な長期の相関物の有効性に関する食い違いを取り上げている。時間が経過する

につれて発達上の軌道を強調する発達上の処理モデルをここでは示している。 

 Overman(2002)は，中途退学率への近隣の人々の影響を調査するために，オーストラリアの

十代の若者のデータを用いている。ここでは，近隣の人々の小さな影響と大きな影響を調査し

ている。調査された生徒によると，比較的大きな近隣の人々の教育構造が中途退学率に影響を

与え，すぐ隣の人の低い社会経済的状態は中途退学率に逆の影響を与えていると述べている。 



 Lopez ら(2002)は，メキシコ系アメリカ人の高校生の間での高い中途退学率に関して，文化

的変容と社会的サポートがどのように学力に影響を及ぼすのかの調査をするために研究を行っ

ている。人種的に無差別待遇を受け，強く二重に文化化されている生徒は，より高い学力があ

る傾向があったという。女子生徒は，高い GPA 得点となる傾向があり，男子生徒は，わずかに

さらに文化的変容を示したと述べている。 

  Johnson(2002)は，高等学校の教師と親についての国家的調査について論じている。結果によ

ると，低い中途退学率と高い親の係わりのあるような積極的な効果のある小規模校に教師と親

が関係している一方で，学校規模を小さくしようとして計画している教育者は，学級規模のよ

うな親と教師が関心を持っていることについて，解決をしなければならないと述べている。 

 Flores(2002)は，プエルトリコ系アメリカ人の中で，高等学校中途退学の可能性に関し，プ

エルトリコ系の人たちの空間的な集中について調査研究を行っている。国勢調査データを用い

ると，プエルトリコ系の非常に高い集中をしている近隣では，家族環境と他の関連する特性に

かかわらず，プエルトリコ系の若者の間で高等学校中途退学の危険性がかなり増加していると

いう。また，重要な性差が見られたと述べている。 

 Kortering ら(2002)は，高等学校を修了する上で影響を与えている要因であると特定される行

動上の障害のある 33 人の高校生との面接を行っている。5 つの質問に対する生徒の応答から分

類がなされたという。結果によると，行動上の障害のある生徒が高等学校を卒業することを援

助するかも知れない教師，教育課程，管理者に対する変化が示唆されていると述べている。 

 Kandel と Massey(2002)は，アメリカ移民が若者に対する期待となるメキシコ人の移民の文化

について調査研究している。メキシコのサカテカスで調査されたおよそ 7,000 人の中等学校の

生徒の中でアメリカ移民に関連する家族の若者は，アメリカで生活をし，働きたがっているが，

中途退学する可能性を増加させ，結果的に移民するということになると述べている。 

 Reents(2002)は，９年生に対する個別の学校を開校させることが，高等学校へのこれらの生

徒の学究的，社会的移行を改善させるということについて論じている。調査研究の結果と個人

的な逸話についての議論が支持されている。 

 Gibson と Bejinez(2002)によると，民族的にさまざまなカリフォルニアの高等学校では，高い

リスクのある移民の生徒が，移民ではないメキシコ系アメリカ人の級友より，かなりの人数で，

学校を辛抱強く続けているという。移民教育計画の職員は，帰属意識と共同体意識を伸ばして，

生徒との関係について気にかけることを通して生徒の約束を促進し，生徒の家庭での文化を有

効にする制度上のサポートおよび活動への生徒の係わりを容易にするものであると述べている。 

 Place ら(2002)は，school dropouts にも関連するが，school refusal で取り扱うこととする。 

 Chapman(2002)によると，ブリティッシュコロンビアのプログラムでは，危機的状態にある

高校生に対して，高等学校の残りの期間，一人の教員を配置しているという。生徒の人生に関

連するようになるように構成された統合カリキュラムにより，敬意，同情，信頼および寛容に

ついての強調と結びついて，およそ 100 人の生徒がこのプログラムを卒業するのを可能にした



と述べている。 

 Marlow(2002)は，他の事柄の中で，より多くの管理者を雇うことが，言語適性テスト得点を

上げ，中途退学率を下げるというカリフォルニアの研究の結果を取り上げている。また，結果

によると，学級規模を減少させ，より多くの教師を雇う一方，管理者を減らすことは，少なく

ともカリフォルニアでは生徒のテストの点数を引き上げることにはならなかったと述べている。 

 Yampolskaya ら(2002)は，9～18 歳の 109 人の重篤な情緒障害のある十代の女性による研究か

ら，若い時期の妊娠に対するリスク要因を導いたという。これらのリスク要因は，アフリカ系

アメリカ人であること，低い家族収入であること，中途退学であること，行為障害のあること，

薬物乱用障害であることであるという。しかしながら，多変量解析によると，中途退学だけが

重要な予測因子であったと述べている。 

  Gleason と Dynarski(2002)は，中途退学 Demonstration Assistance Program からのデータを用い

て，潜在的中途退学を特定する広く使用されるリスク要因の有効性を分析している。結果によ

ると，多くのリスク要因は，中途退学の有効な予測因子ではなく，中途退学防止プログラムが

しばしば，中途退学をしなかった生徒に役立ち，中途退学をした生徒に役立たなかったと述べ

ている。 

 

  3   school phobia に関する研究の概観 

 2002 年の school phobia をキーワードに持つ文献 17 件のうち，関連の考えられる 11 件につい

て概観することにする。ERIC では 1 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では 10 件見出され

た。なお，国別では，アメリカ合衆国が 6 件，英国が 2 件，オーストラリア，南アフリカがそ

れぞれ１件である。 

  Kurlan ら(2002)は，子どものトウレット症候群(TS)と精神病理学との関係について調査研究

を行っている。平均年齢 12.5 歳～13.3 歳の 1,596 人の生徒がチック障害と精神病理学の重複障

害の広がりに関する面接を受けたという。結果によると，339 人の対象者がチックを持ってい

るものとして特定されたという。対象者の報告されたチックには，強迫性障害(OCD)，注意欠

陥多動性障害，分離不安，過剰不安障害，特定の恐怖症，社会恐怖，広場恐怖症，躁病，大う

つ病，および反抗挑戦性障害のような精神病理学が，比較的一般的に見出されたという。チッ

ク障害の行動上のスペクトラムには，強迫性障害，他の不安障害，気分障害，注意欠損および

破壊的行動障害が含まれると結論づけている。 

  Muris ら(2002)は，南アフリカ共和国の普通の生徒の多数の事例で DSM-IV で定義される不

安障害の兆候を調査研究している。8 歳～13 歳の子ども達は，Spence 児童不安尺度（SCAS）

と情緒障害に関する児童不安検査 41 項目版（SCARED）の自己報告質問紙を行ったという。

SCAS と SCARED の心理測定特性は，十分信頼性があり，集中的な妥当性があったという。要

素分析では，社会恐怖，パニック障害，恐怖，および全般性不安障害のような多くの仮説され

た不安についての範疇の存在に関する証拠がもたらされたという。さらに，南アフリカ共和国



の生徒では，不安水準が，オランダの西洋の子どもよりも高かったという。南アフリカ共和国

と西洋の子どもの間で，一般的な不安兆候の内容に関して違いが見られたという。南アフリカ

共和国の生徒の SCAS と SCARED の心理測定特性は，西側諸国で得られるものからいくら逸脱

していたが，両方の尺度は，この国の児童期の不安兆候を評価するのに役に立つように考えら

れると述べている。 

  Ladouceur(2003)によると，全般性不安障害(GAD)と社会恐怖の重複障害のデータ，頻繁に報

告される不安のテーマの研究，様々な関連する研究から，不安には社会的基礎があるかも知れ

ないという考えが導き出されるという。この研究では，異なった年齢の 3 群での不安の社会的

基礎を調査研究している。３群は，12～20 歳の 224 人の高校生，19～47 歳の 607 人の大学生，

55 歳以上の 125 人の大人からなっている。不安領域質問紙(WDQ)，ペンシルバニア州立大質

問紙(PSWQ)をすべての参加者が行ったという。WDQ の項目の因子分析から導き出された最初

の要因がたいていの社会的内容を反映し，社会的関連の要因が PSWQ により測定された不安に

対する全体的な傾向の最良の予測因子となると仮説が立てられたという。結果によると，最初

に導き出された要因が他の 2 群ほど明らかに社会的ではない大人を除く仮説が支持されたとい

う。 

  Neal ら(2002)は，社会恐怖，広場恐怖症，一般的不安とパニック，うつ状態についての質問

紙によって評価された様々な精神健康の問題に対する傾向，児童の社会的恐怖および学校の恐

怖と非社会的恐怖と病気の行動抑制の 2 つの潜在的次元，知覚作用の感度の間の関係を調査研

究している。不安とうつ状態の自助組織の 17～75 歳の 234 人のボランティアが 5 つの郵送され

た質問紙に回答したという。これらの質問紙は，社会恐怖と不安検査，Beck 抑うつ検査第２

版，Beck 不安検査，高感度人格尺度，環境刺激特性感度尺度，抑制回顧的自己報告であったと

いう。抑うつ状態ではないが，比較的高い不安水準が，環境刺激による自己報告感度が増加す

ることと関連したという。思い出された児童期の社会的恐怖及び学校の恐怖は，社会恐怖と抑

うつ尺度に関する高い点数と関連するが，思い出された非社会的恐怖及び病気は精神病理学の

どの指標とも関連しなかったという。 

  Knapp ら(2002)は，感情領域での必要性のある生徒のガイダンス，カウンセリング，治療的

サポートを行う，学校に配置されたカウンセラー，ソーシャルワーカー，心理学者，その他の

精神健康専門家に対して編集された本を著している。教育制度を通して入学しようとする生徒

が苦闘する社会的，情緒的，行動的，学究的，あるいは個人間の挑戦の広範な表現が組み入れ

られている。生徒，親，その他の学校の専門家にかかわる共同モデルでの生徒の教育的，社会

的，情緒的体験の質を向上させる様々な実行可能な構造的で重要な戦略を，学校を基盤とした

精神健康の専門家に提供するために治療介入が立案されているという。治療介入は，教室，家

族，社会的環境，共同体での生徒の機能を対象にしているという。現実を基盤とする治療介入

が，社会的技能開発，個人の責任，自尊心，セルフ・コントロール，学力達成度，将来の独立

のための準備における生徒の成長を促すために提供されていると述べている。 



 Olivares ら(2002)は，青年期における社会恐怖に対するいくつかの心理学的治療処置の効果

について調査研究を行っている。サンプルは DSM-IV の一般化された社会恐怖の基準を満たし

た 59 人の青年男女により構成されている。対象者は，3 つの実験的治療処置のうち 1 つに 44

人が，統制条件に 15 人が割当てられ，治療処置が学校環境において行われた。評価は，事前テ

スト，事後テスト，1 年後の追跡調査によって行われたという。集団間及び集団内での分析が

行われたという。総合的，短期的，長期的結果から，一般化された社会恐怖の青年男女を治療

するためには，行われている治療処置群の方が，統制群よりも優れているという。特に，実験

的治療処置では，家族生活，社会生活，学究的生活の干渉と社会不安の兆候の減少と同様に，

自尊心と社会的技能の顕著な改善がもたらされたという。 

  Gadow ら(2002)は，ある大きな地域社会を基盤とする児童青年の事例でのチック行動との精

神医学的兆候の重複する広がりを調査研究している。年齢，性別，民族での集団の違いが調べ

られたという。対象者は，413 人の 3～5 歳児，1,520 人の 5～12 歳児，1,073 人の 12～18 歳で

あるという。子どもは，教師が作成した DSM-IV の参照尺度で評価されたという。事例は，4

つの集団に分割されたという。集団は，チックのある注意欠陥多動性障害(ADHD)，チックの

ない ADHD，ADHD のないチック，および統制群である。結果によると，チック行動は，年齢

につれて児童の割合が変わっているという。保育園の子どもは 22.3%，小学校の子どもは 7.8%，

十代では 3.4%であったという。チック行動は，男性では，重複する ADHD 兆候にかかわらず

女性よりも共通にあり，アフリカ系アメリカ人の子どもでは，比較的共通であったという。多

くの精神医学的兆候に関して，選抜出現率は，ADHD 群で最も高かったという。しかしながら，

チック行動のある群では，強迫性障害，単一恐怖，社会恐怖の兆候が，比較的一般的であった

という。これらの結果から，DSM-IV 兆候について教師が作成した割合が，チック障害の現象

論を調査する上では有効な方法論になりうるということを示しており，臨床的に参照された事

例の研究で多くの類似性を示すものと結論づけられるとしている。 

  Lumpkin ら(2002)は，不安障害に対する DSM-IV の診断基準を満たす 6～16 歳の間の 12 人の

臨床的治療をされた若者による部分的に同時ではない多面的な規準でのデザインを用いた児童

青年における異質な不安障害の組み合わせの治療処置での集団認知行動療法の有効性を調査研

究している。対象とされた診断には，特定の恐怖症，社会恐怖，全般性不安障害，強迫性障害

が含まれており，子どものうちの 3 人には，登校拒否行動も現れていたという。3 群のそれぞ

れに対する基準線の期間は，1,2 そして 3 週間と変化し進行したという。依存尺度には，診断

の状態，児童の不安の重篤度についての毎日の児童と親の格付け，児童と親が行った質問紙が

含まれていたという。結果から，集団認知行動療法は，一般に診断的に異質の集団で治療処置

をされる若者の不安兆候を減少させるのに有効であり，利得が 6 ヶ月あるいは 12 ヶ月の追跡調

査でも持続しているということが分かったと述べている。 

  Vance ら(2002)によると，不安は ADHD と重複している治療を受けている初等学校の児童で

は，頻繁な重複条件であるが，この重複された不安の特性の系統的な研究はほとんどなされて



きていなかったと述べている。ここでは，ADHD を重複している初等学校の児童の親が報告し

た不安障害と児童が報告した不安障害の特徴を記述している。分類別に次元的に定義され，不

安について親と児童の報告が調べられている ADHD 重複の 75 人の臨床的に治療を受けている

精神刺激薬の薬物治療に敏感な 6～12 歳の児童に対して，横断的研究が行われたという。また，

12 人の児童の不安について，親と児童の報告が 2 年後の追跡研究として行われたという。不安

についての児童と親の報告との間には何の重要な関係もなかったという。全般性不安障害，分

離不安障害，特定の恐怖症および社会恐怖は，親と児童によって報告された最も共通した不安

障害診断であったという。追跡調査のデータでは，不安障害についての児童の報告での減少に

もかかわらず，親の報告では何ら重要な減少も明らかにはならなかったという。不安について

の親と児童の報告の間の不一致は，児童の将来の見通しについての慎重で徹底的な臨床的評価

の重要性を強調するものであると述べている。 

  Kearney ら(2002)は，school phobia にも関連するが，school refusal とも関連しているので，

school refusal の項で取り上げることとする。 

  Hersen(2002)は，特定の障害のある成人や児童の行動療法の使用について，取り上げている。

障害の概説，特定の病歴及び記述がなされている。ケースの概念化と最終的な治療処置の選択

と計画の原理の後に臨床的評価と医学的相談の結果が述べられている。治療処置の詳細な道筋

が関連づけられ，セラピストとクライアントの要因，終結の道筋，追跡調査，管理された治療

の考察に関する論評が加えられている。行動療法の全般的な効果について，論じられている。

不登校については，第 2 部で，登校拒否と分離不安との関連で取り上げられている。 

  Schirduan と Miller(2002)は，子どもの情緒的関心が満たされないならば，認知的学習のどの

ような試みも役に立たないだろうと示唆している。学校ピクニック，読書の夜，学級訪問，選

択家庭訪問による家庭から学校への移行を円滑に行う Right Start プログラムについて述べてい

る。家庭訪問による変化と不安についての教師の不確実性のような実行に対する幾つかのあり

得る障害について取り上げている。 

 Place ら(2002)は，school phobia にも関連するが，school refusal において取り上げることとす

る。 

 

 4  school refusal に関する文献 

 2002 年の school refusal をキーワードに持つ文献 26 件のうち，関連の考えられる 13 件につい

て概観することにする。ERIC では 2 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，24 件見出さ

れた。なお，国別では，アメリカ合衆国が 9 件，日本が 2 件，オーストラリア，英国がそれぞ

れ 1 件である。 

 Kearney(2002a)によると，登校拒否行動は，児童青年の共通の問題であり，記述されないと

するならば，重大な短期または長期の結果につながることになるとしている。最近の治療処置

の研究は，不安や注意のような特定の理由で登校拒否する若者を対象としていたが，2 つの理



由のために登校拒否をする若者に対しては非常にわずかな情報が利用可能であるという。また，

3 つの理由で登校拒否をする若者にはどんな情報も利用可能ではないという。ここでは，多く

の作用による登校拒否行動のために規範的治療処置を受けた 12 歳の少年の成功した治療処置

に関して報告がなされている。なぜ特定の子どもが登校拒否するのかの主な理由を特定するた

めに立案された評価戦略に従って，治療処理が，評価されたと述べている。 

  Higa ら(2002)は，他民族の事例での Kearney と Silverman(1993)による登校拒否評価尺度

(SRAS)での心理測定特性と臨床的有用性を調査研究している。初期の選抜後に登校拒否と特定

された 30 人の児童と母親が対象者であるという。結果によると，否定的に補強される登校拒否

と測定される尺度が相互に関連する一方で，肯定的に補強される登校拒否と測定される尺度は

なかったという。親子の同意は比較的低かったが，妥当性分析から，それぞれの報告者が重要

な情報に寄与していることを示していたという。 

  Kearney(2002b)は，臨床医が児童の登校拒否行動の主要な機能を特定するのを援助するため

に立案された登校拒否評価尺度改訂版(SRAS-R)の調査研究を行っている。初版の変更点は心理

測定面の質を改善し，機能的モデルの展開に従って，測定を配置したことであるという。親と

教師に加え，登校拒否行動のある 2 つの事例が評価され，SRAS-R の再試験信頼性と評価者間

信頼性，構造的共存的妥当性を決定するために評価がなされたという。尺度は，十分な心理測

定強度を有していることが分かったという。 

  Heyne ら(2002)は，不安を基底とする登校拒否の治療処置における児童セラピー，親教師訓

練，および児童セラピーと親教師訓練の組み合わせついての相対的な効果を評価している。61

人の 7～14 歳の登校拒否の児童が，3 つの療法に任意に配置されたという。児童は，出席記録，

精神的苦痛と自己効力についての自己報告，精神的苦痛についての親と教師の報告，総合的機

能についての臨床医の評価によって，治療処置の前後，4.5 ヶ月の追跡調査に評価されたとい

う。統計的臨床的に重要な治療処置の前後の変化が各集団で起こったという。治療処置の直後

に，児童セラピーでは，登校が増加するという点では，最も効果的でないように思われたとい

う。追跡調査によって，児童セラピー集団の人々の登校状況と適応については，親教師訓練や

児童セラピーと親教師訓練の組み合わせのいずれにしても親と教師が治療処置に関わる児童の

場合と同等であったという。期待とは逆に，児童セラピーと親教師訓練を組み合わせたものは，

治療処置後あるいは追跡調査では，より良い結果を生み出さなかったと述べている。 

  Durkin(2002)は，登校拒否の治療処置におけるギャバペンティンの効果について述べている。

ギャバペンティンへの反応を現しているさまざまな長年の精神医学的兆候がある顕著な登校拒

否の 16 と 17 歳の 2 人のケース研究をここでは述べている。 

  Knapp と Jongsma(2002)の著作は，情緒領域での必要性のある生徒に対して，ガイダンス，

カウンセリング，治療的サポートを提供する学校環境で働くすべてのカウンセラー，ソーシャ

ルワーカー，心理学者，その他の精神健康専門家のために立案されたものである。教育制度を

通して大学に入学する時に生徒が苦闘する社会的，情緒的，行動的，学究的，個人間の挑戦に



ついての広範な表現が取り入れられている。治療介入は，生徒，親，およびその他の学校の専

門家にかかわる協力的なモデルでの生徒の教育的，社会的，感情的体験の質を改善するための

さまざまな実行可能な建設的で重要な戦略を，学校を基盤とする精神健康専門家に提供するよ

うに立案されているという。治療介入は，学級，家族，社会的環境，共同体での生徒の機能を

対象としているという。現実を基盤とする治療介入が，社会的技能開発，個人的責任，自尊心，

セルフ・コントロール，学力達成度，将来の自立のための準備に関わる生徒の成長を促すため

に提供されると述べている。 

  Takata(2002)は，事例研究方法論を用い，保健室で登校拒否などの問題の子どもに時間の制

限なしで適用されるコラージュ療法の効力について調査研究を行ったという。1 年 2 ヶ月から 1

年 7 ヶ月の間，登校拒否をした 15 歳と 17 歳の 2 人の女子生徒にコラージュ療法が適応された

という。結果によると，どちらの事例も自己洞察を回復し，アイデンティティの確立につなが

る道筋を追求し始める上で成功であったという。様々な精神健康問題を抱えている生徒にとっ

て，同じ世代の級友の共同体として，学校はエネルギーの回復のための最も重要な場所の 1 つ

であることが示されたという。少しの時間の制約のないコラージュ療法の保健室での実行は，

この環境を利用して，自己洞察と自己理解を伸ばし，精神健康問題からの回復を促進するよう

に思われると述べている。 

  Harada ら(2002)は，単独の注意欠損多動性障害(ADHD)や反抗挑戦性障害(ODD)と比較して，

ADHD と ODD との重複障害の心理社会的特性を調査研究している。ODD と ADHD の重複障

害の 31 人の 7 歳から 14 歳の対象者を，ADHD と ODD の 23 人に対して，客観的な評価尺度を

含む様々な検査項目によって比較したという。重複障害群は ADHD 群や ODD 群よりも児童抑

うつ検査や児童のための不安評価尺度(STAI)で高い得点となっており，ADHD 群よりも教師と

の関係で，ADHD 群あるいは ODD 群よりも友人との関係で，母親との関係では ADHD 群より

も多く，また ODD 群よりも問題が少ないと述べている。登校拒否は，ADHD 群よりもしばし

ば，一方 ODD 群よりも少なく，重複障害群で起こっているという。また，重複障害群は ADHD

群や ODD 群よりも多くの心理社会的問題を抱えていると述べている。 

  Houssart(2003)は，2 年以上にわたって 2 つの学校で観察された初等学校の生徒による数学課

題拒否に影響を与える要因を調査研究している。課題拒否の出来事は，偽の抜け，予定される

抜け，戦術的抜けとして分類されたという。抜けを引き起こす課題が，困難の段階，提示の方

法，計算の方法という 3 つのカテゴリに分類されたという。各カテゴリからの出来事に関する

例が述べられている。児童が数学の課題をするのを拒否したときはいつも，課題の本質に可能

な説明が存在することが示唆されている。 

  Silove ら(2002)は，登校拒否の履歴のあるボランティア集団の実例の中の青年の分離不安障

害(ASAD)と成人の形態の分離不安障害(JSAD)との関係を研究している。72 人の対象者の中で，

20 人の対象者は，青年の分離不安障害の履歴があり，52 人はなかったという。83%は，成人の

不安障害あるいは抑うつ障害の診断が該当したという。結果によると，成人の分離不安障害状



態は，青年の分離不安障害の履歴と強く関連していたという。２つの障害がひとたび起こると，

２つの障害の関係の特性は，青年の分離不安障害の履歴があり，成人の分離不安障害のある全

般性不安障害，外傷後ストレス障害，および広場恐怖を伴うパニック障害のほとんどすべての

患者で強められるように考えられるという。これらの結果は，分離不安障害の連続モデル，す

なわち青年の分離不安障害が存在するという証拠を更に付け加えることになり，大人の障害の

同等性であるという一層の証拠を加えることになると述べている。 

   Laszloffy(2002)は，登校拒否の 13 歳の娘，17 歳の娘，19 歳の娘，41 歳の母親，43 歳の父

親の家族のケースを取り上げている。ケースには，現れている問題，重大な事件の前の治療状

況，重大な事件につながるできごと，重大な事件，重大な事件の後の直面する変化が取り上げ

られている。戦略的構造的アプローチが家族との作業で用いられている。母と娘との 5 つのセ

ッション後に，治療が行き詰まったように思われたという。しかし，第 6 セッションでは，治

療者は，治療の間に明確に劇的変化を引き起こしたものを見つけ出すのが上手な質問をもたら

した自発性を体験したという。この質問は，この娘の不登校の問題から彼女の父が不在である

ということを含む家族の中でのより大きな不在の形態の問題へと定義が広がったという。最後

のセッションでは，娘は 3 週間で 3 日間だけ登校せず，家族と治療者は，現れた問題が解決さ

れたので，治療を終結することで治療を終えることに同意したという。１年後の追跡調査で，

娘は後に，良い成績を収め，規則的に登校し，別の生徒と友情を育んでいると述べている。 

  Kearney と Drake(2002)は，他人との交流での持続的な困難さと登校拒否行動に対する児童不

安障害クリニックに通院している 13 歳の多民族の男子のケースを論述している。ここでは，社

会恐怖に対する家族と学校の公式の係わり合い，心理教育，不安階層の展開，身体的統制訓練，

認知的再構築，モデルと役割演技，行動表出を含むその他の要素と結びついた複雑な治療の使

用を論述している。障害の概説，特定のケースの履歴と記述が述べられている。ケースの概念

化と治療処置選択と計画の原理的説明が，臨床的評価と医学的面接の結果の次に述べられてい

る。治療処置の詳細な手順には，セラピストとクライエントの要因，終結のコース，追跡調査，

管理されたケアの考察に関する論評が含まれていると述べている。 

  Mattis と Ollendick(2002)は，登校拒否と分離不安の評価と治療処置に対するスクールカウン

セラーによる不安障害の特別な治療を受けている 9.5 歳の女子のケースを取り上げている。こ

こでは，このクライアントとの認知行動療法の使用について述べられている。障害の概説と特

定のケースの履歴と記述が取り上げられている。臨床的評価と医学的面接の結果の後に，ケー

スの概念化と最終的な治療処置選択と計画に対する原理的説明が述べられている。セラピスト

クライアントの要因，終結のコース，追跡調査，管理されたケアの考察に関する論評を含む治

療処置の詳細な手順が関連づけられている。 

 Place ら(2002)は，12～15 歳の登校拒否をしている 17 人の生徒にかかわる研究を行っている。

この研究から，特に仲間についての生徒個々人の防御要因が弱くなっており，親自身の困難さ

が，防御源としての家族のはたらきを減少させるばかりではなく，すでに減少している対処源



にも実際的な浪費を及ぼしていると述べている。 

 

 Ⅲ おわりに 

 2002 年の ERIC と PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS における不登校に関連すると考えられる

研究では，comobidity という表現をしている文献，障害の spectrum という表現をしている文献

が数件あり注目される。comobidity は，“both disease”であり，養護学校等の表現では，重複

障害に当たるが，障害の重複が，状態として起こっている場合にこれらが不登校につながるケ

ースを取り上げているものである。また，アルコールや薬物使用，暴力や犯罪等との関連と登

校あるいは中途退学に関する文献が今年も多く見られた。国別では，アメリカ合衆国が多いが，

これまでになかった南アフリカ，フィンランド，タンザニアの国々の文献が見られた。不登校

よりも中途退学にアメリカ合衆国では目を向けている文献が多い。LD や ADHD などの学習障

害と不登校とのケースの記述が今年度も見られているので来年度も目を向けていきたい。 

 2002 年の ERIC では，school attendance に関する文献が 72 件，school dropouts に関する文献

が 45 件，school phobia に関する文献が 2 件，school refusal に関する文献が 2 件であった。一

方，DIALOG データベースでの PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，school attendance に関す

る文献が 85 件，school dropouts に関する文献が 35 件，school phobia に関する文献が 15 件，school 

refusal に関する文献は 24 件であった。2002 年の検索文献総数は 280 件であり，このうち 93

件について取り上げた。検索文献件数は，1997 年 101 件，1998 年 95 件，1999 年 118 件，2000

年 166 件，2001 年 289 件であり，今年は昨年とほぼ同数の件数になっている。経年変化につい

ては，別にまとめるが，増減については今後も注目しておきたい。 

 基礎研究としての ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の文献を用いた世界の不登

校に関する研究の 1 年毎の概観は，12 年目となる。これまで行ってきた 10 年分の内容を１つ

にまとめていく作業も必要であると考えている。一方日本における登校に関連する問題，不登

校に関連する問題は解決してきているとは考えられず，今後も 2000 年代の１年毎の概観のアプ

ローチをしていく必要があると考える。 
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